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2008年10月１日 

 

パ イ オ ニ ア 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 須藤 民彦 

（コード番号 ６７７３ 東証第一部） 

問合せ先 常務取締役経理部長 岡安 秀喜 

電  話 （０３）３４９４－１１１１ 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）についてのお知らせ 

 当社は、本日、当社100％出資の連結子会社である、パイオニアデザイン株式会社および株式会社

パイオニアエーエフエムの２社を吸収合併することを決定しましたので、下記のとおりお知らせし

ます。 

記 

１．合併の目的 

 パイオニアデザイン株式会社は、当社製品等のデザイン企画制作業務を担ってまいりまし

たが、当該業務を当社に移管することにより、マーケティングとデザインとの連携強化を図

るため、同社を吸収合併することとしました。 

 また、株式会社パイオニアエーエフエムは、当社の経理業務の一部を担ってまいりました

が、当該業務を当社に移管し、経理・財務戦略の立案実行および決算を統合して行うことに

より経営の効率化を図るため、同社を吸収合併することとしました。 

 

２．合併の要旨 

(１) 合併の日程 

合 併 決 議 取 締 役 会  2008年10月１日(水)（書面決議） 

合 併 契 約 締 結  2008年10月１日(水) 

合併期日（効力発生日）  2008年12月１日(月)（予定） 
（注）本合併は、パイオニア株式会社においては会社法第796条第３項の規定に基づく簡易吸収合併の手続きによ

り、また、パイオニアデザイン株式会社および株式会社パイオニアエーエフエムにおいては会社法第784条

第１項の規定に基づく略式吸収合併の手続きにより、いずれも株主総会の決議を経ずに行います。 

(２) 合併方式 

 パイオニア株式会社を存続会社、パイオニアデザイン株式会社および株式会社パイオニア

エーエフエムを消滅会社とする吸収合併方式であり、パイオニアデザイン株式会社および株

式会社パイオニアエーエフエムは解散します。 

(３) 消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

 パイオニアデザイン株式会社および株式会社パイオニアエーエフエムは、新株予約権およ

び新株予約権付社債を発行していません。 
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３．合併当事会社の概要 

パイオニア株式会社 
パイオニアデザイン 

株式会社 
株式会社 

パイオニアエーエフエム(１) 商 号 

（存続会社） （消滅会社） （消滅会社） 

(２) 事 業 内 容 

カーエレクトロニクス

製品およびホームエレク

トロニクス製品の製造・

販売 

各種デザインの企画制

作 

経理関連業務 

(３) 設 立 年 月 日 1947年５月８日 1994年６月１日 1994年４月１日 

(４) 本 店 所 在 地 
東京都目黒区 

目黒１丁目４番１号 

東京都目黒区 

目黒１丁目４番１号 

東京都目黒区 

目黒１丁目４番１号 

(５) 代 表 者 名 
代表取締役社長 

須藤 民彦 

代表取締役社長 

鶏徳 昇 

代表取締役社長 

大矢 常夫 

(６) 資 本 金 69,824百万円 50百万円 20百万円 

(７) 発行済株式総数 210,063,836株 1,000株 400株 

(８) 純 資 産 247,395百万円（連結） 184百万円（単独） 117百万円（単独） 

(９) 総 資 産 576,116百万円（連結） 357百万円（単独） 300百万円（単独） 

(10) 事 業 年 度 
毎年４月１日から 

翌年３月31日まで 

毎年４月１日から 

翌年３月31日まで 

毎年４月１日から 

翌年３月31日まで 

 

(11) 

 

大 株 主 お よ び 

持 株 比 率 

シャープ株式会社 
        14.28％

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社 
（信託口）   6.84％

日本トラスティ・ 
サービス信託銀行 
株式会社（信託口） 
        5.60％

株式会社三菱東京 
ＵＦＪ銀行   3.08％

株式会社みずほ銀行 
        1.90％

パイオニア株式会社 
        100％

パイオニア株式会社 
        100％

（注）１．上記の数値は、2008年３月31日現在のものです。また、パイオニア株式会社の純資産は、米国会計基準に基づ

く資本合計を記載しています。 

   ２．大株主および持株比率は、2008年３月31日現在のものです。なお、同日現在、パイオニア株式会社は自己株式

を2.38％所有していますが、上記の大株主からは除外しています。 

 

４．合併後の状況 

(１) 本合併による、当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金および事業年度の変更

はありません。 

(２) 今後の見通し 

 合併対象２社の事業を当社に移管・統合し、グループ全体での経営の効率化を図ってまい

ります。なお、本合併は、当社100％出資の連結子会社を吸収合併するものであるため、当社

の連結業績への影響は軽微です。 

 
（注）本合併は連結子会社を対象とする簡易吸収合併であることから、内容を一部省略して記載しています。 

 

以 上 


